
 

観光地域づくり法人形成･確立計画 

 

記入日：令和 7 年 1月 9 日 

 

１．観光地域づくり法人の組織 
 

申請区分 

※該当するものを

○で囲むこと 

広域連携ＤＭＯ･地域連携ＤＭＯ･地域ＤＭＯ 

観光地域づくり法

人の名称 

株式会社時事グローカルサービシーズ 

マネジメント・マ

ーケティング対象

とする区域 

区域を構成する地方公共団体名 

勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町 

所在地 〒299-4612 

千葉県いすみ市岬町江場土 227-15 

設立時期 2023年 11月 1日 

事業年度 4 月 1日から翌年 3月 31日までの１年間 

職員数 12人【常勤 3人（うち専従 1 名）、非常勤 9人(業務委託 9人)】 

代表者（トップ人

材：法人の取組に

ついて対外的に最

終的に責任を負う

者） 

※必ず記入するこ

と 

 

代表取締役社長 

& Chief Executive Officer（CEO） 

 

（氏名） 

杉本一郎 

Sugimoto Ichirou 

 

（出身組織名） 

（株）時事通信社 

2023 年 11 月、株式会社時事グローカルサービシーズ代表

取締役に就任。メディアを通じて地方自治体と業務を遂

行し続け、時事通信社内でも観光・地方創生に係るキャ

リアを持つ。 

(現在の役職) 

株式会社時事グローカルサービシーズ代表取締役 

一般社団法人内外情勢調査会監事 

一般社団法人地方行財政調査会理事 

一般社団法人日本ファームステイ協会幹事長 

株式会社時事通信社 取締役 

(歴任) 

・2012 年 (株)時事通信社 千葉支局長 

「南房総広域観光シンポジウム」企画開催 

・2015 年 (株)時事通信社 

社長室ビジネス戦略部専任部長 

・2018 年 (株)時事通信社 大阪支局長 

・2020 年 (株)時事通信社 社長室付 

・2021 年 (株)時事通信社 取締役就任 

データ分析に基づ

いたマーケティン

グに関する責任者

（ＣＭＯ：チー

フ・マーケティン

グ・オフィサー 

※必ず記入するこ

と 

 

Chief Marketing Officer（CMO） 

 

（氏名） 

米持 貴史「専従」 

Yonemochi Takashi 

 

（出身組織名） 

（一社）日本ファームステイ協会 

より出向 

東急エージェンシーを経て、上場会社ジェイ・エスコムホールデ

ィングスの代表取締役等を歴任。上場企業経営を含め、経営企

画、戦略立案、財務管理方面等で豊富な経験を有する。その後日

本ファームステイ協会等で、観光･旅行業等の知見とノウハウを

得て、当社の設立準備より参画。 

（現在の役職） 

株式会社時事グローカルサービシーズ CMO & CFO 

（歴任） 

株式会社モール・オブ・ディーヴィー代表取締役社長 

ジェイ･エスコムホールディングス株式会社 代表取締役社長 

株式会社ジェイ・シネカノン 取締役 

一般社団法人日本ファームステイ協会 事業局長  

他多数 
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財務責任者 

（ＣＦＯ：チー

フ・フィナンシャ

ル・オフィサー） 

※必ず記入するこ

と 

 

Chief Financial Officer（CFO） 

 

（氏名） 

米持 貴史「兼務」 

Yonemochi Takashi 

 

 

（出身組織名） 

（一社）日本ファームステイ協会 

より出向 

東急エージェンシーを経て、上場会社ジェイ・エスコムホールデ

ィングスの代表取締役等を歴任。上場企業経営を含め、経営企

画、戦略立案、財務管理方面等で豊富な経験を有する。その後日

本ファームステイ協会等で、観光･旅行業等の知見とノウハウを

得て、当社の設立準備より参画。 

（現在の役職） 

株式会社時事グローカルサービシーズ CMO & CFO 

（歴任） 

株式会社モール・オブ・ディーヴィー代表取締役社長 

ジェイ･エスコムホールディングス株式会社 代表取締役社長 

株式会社ジェイ・シネカノン 取締役 

一般社団法人日本ファームステイ協会 事業局長  

他多数 

各部門（例：プロ

モーション）の責

任者（専門人材） 

※各部門責任者の

うち専従の者につ

いては、氏名の右

横に「専従」と記

入すること 

 

Chief Operating Officer（COO） 

 ･運営統括責任者 

 （営業及び、観光専門専門人材） 

 

（氏名） 

上山 康博 

Kamiyama Yasuhiro 

 

（出身組織名） 

(株)百戦錬磨 

(一社)日本ファームステイ協会 

(一社)住宅宿泊協会 

(一社)アルベルゴ・ディフーゾ 

インターナショナル極東支部 

Klab 株式会社にて、マネージャー、部長、取締役兼 CMO、取締役

日本支部社長を経て、取締役事業本部長に就任。2007年 9 月、

楽天トラベル執行役員就任、ICTを活用した数々の先端事業を開

発、新規サービスの立ち上げに従事。官公庁、業界団体との連携

強化を担当し、若者旅行研究、着地型旅行の調査、一橋大学との

共同研究、ビジットジャパンプラス、東北観光博 PJなどに参

加。2012 年 6月、株式会社百戦錬磨を設立、同社代表取締役に

就任。 

(現在の役職) 

株式会社百戦錬磨 代表取締役社長 

一般社団法人日本ファームステイ協会 代表理事 

一般社団法人 住宅宿泊協会 代表理事 

一般社団法人アルベルゴ・ディフーゾインターナショナル極東支

部 代表理事 

観光庁歴史的資源を活用した専門家会議 構成員 

観光庁 城泊専門家 

東京都立大学 非常勤講師 

株式会社時事グローカルサービシーズ COO 

(歴任) 

楽天トラベル執行役員(新規事業・地域振興担当) 

観光庁 若者旅行振興連絡会 委員 

観光庁 ビジット・ジャパン・プラス 委員 

観光庁 東北観光博 企画調整官 

観光庁 旅行産業研究会 委員 

観光庁 OTA ガイドライン策定検討委員会委員 

観光庁 アドバイザリーボード 委員 

農林水産省 農泊推進のあり方検討委員会 委員 

各部門（例：旅行

商品の造成･販

売）の責任者（専

門人材） 

 

 現状、CEO,COO,CMO&CFOの 3 役合議制で業務を推進し、地域の担

当者を設置するも、組織内部門の設定は行っていない。当社は現

状、2 市 2町を周遊する旅行商品造成や観光商品開発等を推進し

ている。商品開発に関連する「磨き上げ」や「着地整備等」が必

要な場合は、自治体、各地域観光協会、地域 DMOに支援を要請

し、係る業務を推進している。全体をまとめ上げ、セールスに至

る業務フローにおいては、下記「連携する事業者」に記載する各

社（旅行領域の専門会社）と 3 役が調整をし、業務を推進してい

る。 

連携する地方公共

団体の担当部署名

及び役割 

 

・勝浦市 観光商工課(勝浦市内 地域コンセンサス調整) 

・いすみ市 水産商工観光課(いすみ市内 地域コンセンサス調整) 

・大多喜町 商工観光課(大多喜町内 地域コンセンサス調整) 

・御宿町 産業観光課(御宿町内 地域コンセンサス調整) 

・千葉県 総合企画部地域づくり課(地域連携の調整・助言・情報提供) 

・千葉県 商工労働部観光政策課(観光関連事業の助言･情報提供) 

・千葉県 夷隅地域振興事務所(地域連携の調整・助言・情報提供) 

連携する事業者名

及び役割 

【連携する事業者】 

 1.株式会社時事通信社 

   →当社の経営サポート及び監査、他自治体先進事例収集、中央省庁接点づくり、 

民間企業とのマッチング及び事業アレンジ 

 2一般社団法人日本ファームステイ協会 

    →観光及び農泊事業の実務的推進、観光事業における民間企業のアレンジ及びマッチング 

 3.一般社団法人内外情勢調査会 

    →他都道府県及び基礎自治体の成功事例の収集、取材、講演会の開催 

 4.一般社団法人地方行財政調査会 

    →他都道府県及び基礎自治体の成功事例の収集、取材 
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 5.一般社団法人中央調査社 

    →調査事業のサポート 

 6.一般社団法人アルベルゴ・ディフーゾインターナショナル極東支部 

    →国際認証組織として支援 

 7.一般社団法人住宅宿泊協会 

    →観光 DX戦略立案協業、OTA 連携 

 8.地域における観光事業連携 

    →一般社団法人勝浦市観光協会 

→一般社団法人ツーリズムいすみ 

    →一般社団法人大多喜町観光協会 

    →株式会社わくわくカンパニー大多喜 

    →一般社団法人御宿町観光協会 

 9.その他適宜プロジェクト等を推進する為の地域外の専門家（広域民間企業･パートナー） 

  ・株式会社日本旅行（教育旅行プロジェクト並びに、農泊交付金プロジェクト連携） 

  ・株式会社農協観光（教育旅行プロジェクト並びに、農泊交付金プロジェクト連携） 

  ・一般社団法人全国農協観光協会（住宅宿泊管理業講習およびその他講習） 

  ・東日本旅客鉄道株式会社千葉支社（その他 PR等への協力） 

  ・WillSmart（地域交通（ライドシェア）） 

  ・千葉銀行（地域創生部との連携） 

  ・ちばぎん総合研究所（地域の資料･データ等の活用に関する連携） 

  ・成田国際空港株式会社（地域共生部地域振興調整室との連携） 

  ・プラスナリタラボ株式会社（成田国際空港内での地域産品販売）            等 

官民･産業間･地域

間との持続可能な

連携を図るための

合意形成の仕組み 

・ステークホルダーとの合意形成（情報共有含）の為の会議体は 5階層に分かれる 

・「首長会議」は最終意思決定を行う 

・「千葉県連絡会議」は千葉県との情報共有及び施策の協議を行う。 

・「観光課長会議」は地域との合意形成及び、施策・予算の策定を行う 

・「企画課長会議」は自治体内部署を横断するプロジェクト及び施策推進の為、各首長の許可を得て会議 

を行う 

・「民間事業者 及び 地域住民説明会」は、DMO の方向性、施策状況等の情報共有を行う 

・個別プロジェクトに関しては、担当者ベース及び専門分野の「連携する事業者」を参集し、業務推進 

地域住民に対する

観光地域づくりに

関する意識啓発・

参画促進の取組 

 

当社は地域連携 DMO であり、「観光で地域課題を解決する」を目的に設立され、千葉県や 2 市 2町と設立

時の合意事項として地域祭礼･イベント･既存観光事業の磨き上げ等の既存観光業の推進体制並びに、地

域住民に対する観光地域づくりに関する意識啓発・参画促進のための取組は、基本的には既存地域 DMO

並びに観光協会が中心的にその役割を担うこととなっているが、観光を軸に、様々な地域課題を解決す

る「基本的な考え方」の説明や、浸透の為には、地域社会とのコミュニケーションと地域住民を含めた

関係者とのリレーションは必要不可欠である為、当社の活動を対象地域である 2市 2 町の事業者並びに

住民に定期的に説明をする機会を持つべく、以下の通り民間事業者及び地域住民説明会を開催した。 

 ･第 01回目 開催日：2023 年 12月 21日(木) 主要な方々に声掛けし、開催。（参加者 27 名） 

  └当社の設立意義や活動の方向性等を説明 

└観光地域づくり候補法人登録申請書を共有 

 ･第 02回目 開催日：2024 年 08月 30日(金) 広く多様な関係者が参加し開催。(参加者 60 名） 

  └会社の設立意義･背景･2市 2 町の包括連携協定リリース･OWNED MEDIA の内容を説明･共有し、広く 

当社の活動が始まったこと及び、候補法人登録の資料が観光庁 HP上で閲覧可能な旨を説明 

  └当社親会社である時事通信社が農林水産省の補助事業にて作成を行った下記資料を配布 

① Agrio 別冊「農泊がつながる未来」（31 ページ冊子）（空き家の利活用（宿泊施設化）） 

② 農山漁村への観光アクセス確保事例集 ～観光客が使える！地域も活きる！～ 

（42 ページ冊子）（地域交通（アクセス交通＋地域周遊交通＋生活交通）） 

└当社が自主事業として観光による地域課題の解決の為に行う 2 事業への協力及び啓発を実施。 

第 03回目に関しては、第 02回目の規模感をベースに、関係者や地域住民等にアンケートの実施を予定

し、その回答から課題抽出等を行いたいと考えている。 

法人のこれまでの

活動実績 

 

 

【活動の概要】 

事業 実施概要 

情報発信・プロ

モーション 

当社は地域連携 DMO であり、当社地域の 2市 2 町には、それぞれに登録地域

DMOや観光協会が存在している。これらの法人と重複しないように「情報発信･

プロモーション」への取組を行うことが、千葉県や 2市 2 町と設立時の合意事

項となっている。そのために、当社が求められる役割として、「連携する事業

者」や、中央省庁や、各専門性のある領域の企業･団体との関係性構築を行い、

2市 2 町への興味と事業性を啓発し、それら企業･団体を各取組に積極的に関与

させることである。各取組を実行する上において、正確な情報やノウハウを必

要な時に供給できる体制を継続的に構築･維持することが重要である。その上

で、当社が現時点までに取組を開始し、継続している「情報発信･プロモーショ

ン」は以下の通りである。 
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【2024年取組①（今後も継続）: 

BtoB 向けのコーポレートサイト(企業 WEB)のオープンと運用】 

対外的な当社説明及び、当社担当 2市 2 町の紹介等を、積極的に情報発信をす

ることにより企業探索及び、当社信用を補完する目的で運用中。 

GoogleAnalyticsを定期的に分析しており、その結果により施策への反映やコ

ーポレートサイトの改修･拡充等を行い、PDCAを継続し、改善を図る。 

本年の大きな改善イベントは以下の通り。 

・ 2024年 1 月 25 日:コーポレートサイト(企業 WEB)オープン                    

・ 2024年 4 月:英語版、中国語版(簡体字版)、韓国語版 公開 

・ 2024年 5 月:中国語版(繁体字版) 公開 

・ 2024年 6 月:スペイン語版 公開 

・ 2024年 7 月:2 市 2町の紹介ページを公開 

・ 2024年 8 月:地域イベント開催情報をタイムリーに掲載開始 

・ (参考 URL : https://jpgs.jp/) 

 

【2024年取組②（今後も継続）: 

BtoC 向けの OWNED MEDIA(自社保有メディア)】 

⁎ コンセプト:千葉県の外房エリアにある夷隅地域(勝浦市、いすみ市、大

多喜町、御宿町)の観光情報、特に観光、遊び、グルメの魅力を発信し地

域の魅力を引き立て、週末の外房旅行を楽しく充実させる情報を一元的

に配信 

(参考 URL)https://www.instagram.com/isumi_trip_jpgs?igsh=dHZycnAxMDcwN2Zr 

当社は BtoC向けの継続的な情報発信媒体を自社で構築するために「OWNED 

MEDIA(自社保有メディア)」を構築することを戦略の一つとしている 

各 SNS を検討した結果動画を活用し、かつ、視覚的に魅力を伝えられるインス

タグラム内で OWNED MEDIA(自社保有メディア)を構築することを決定した 

また、インスタグラムにおける 2市 2 町の露出をすでに行っている個人とタイ

アップをすることにより、効率的な運営を目指して業務を開始 

Instagram内のデータ分析ツール活用し、定期的にアクセス･フォロワー分析し

ており、その結果により当社施策への反映や、コーポレートサイトとの連携、

投稿コンテンツの見直し等、PDCAを継続し、改善を図る。 

本年の大きなイベントは以下の通り。 

・ 2024年 7 月 1日 OWNED MEDIA(自社保有メディア)オープン 

・ 2024年 07月 31 日（開設 1ヶ月）フォロワー数：668 

・ 2024年 08月 03 日：フォロワー数：1,000 達成 

・ 2024年 08月 20 日：フォロワー数：2,000 達成 

・ 2024年 10月 04 日：フォロワー数：3,000 達成 

・ 2024年 11月 14 日：フォロワー数：4,000 達成 

・ 2024年 12月 20 日：フォロワー数：5,000 達成 
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OWNED MEDIA（Instagram）での月別投稿数 

 
 

OWNED MEDIA（Instagram）で取り上げたイベント 

（企業 WEB でも新着情報として紹介） 

 
 

＜フォロワー数の推移や投稿コンテンツへのアクセス分析の仮説＞ 

 

【2024年取組③（継続予定）: 2市 2 町（一元）情報発信プロジェクト】 

2025年 1 月 25 日から、2025年 3月 31日を、第一展開期間として、当社親会社

である時事通信社と協力をし、2市 2 町に共通のテーマ/ターゲットにて取材を

展開し、記事を作成。当該記事を、当社企業 WEBにて露出するだけでなく、時

事通信社が保有する既存メディアや関連メディアにて露出。 

2市 2 町が共同で、1 つの施策を推進することにより、当社主導で、緩やかな連

帯感や一体感を醸成することを目的として始めたプロジェクトである。 

発信先は BtoB / BtoCの双方へ行っていく。 

＜ターゲット＞ 

・地方への移住･定住を検討している層 

・ワーケーションや新しいワークスタイル（副業・兼業）を検討している層 

・長期滞在や二地域居住を検討している層 

・2市 2 町で先進的な取り組みをしている事例を知りたい層 

＜取材コンセプト＞ 

「観光から地域課題を解決」するため、観光から派生する移住・定住や二地域

居住、1 次産業、6次産業、空き家の利活用等を既に実践している人にインタビ

ューを行い、どのような思いやプロセスを経て今に至るのかを取り上げること

で、現在そうした地方への関わり等を検討している BtoC への後押しをするほ

か、時事通信社の媒体の持つ特徴を活用し、BtoB である、企業や自治体への夷

隅地域への興味/理解の促進を目的としている。 
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＜コンテンツ内容＞ 

千葉県夷隅地域における、移住・定住、ワーケーション、副業・兼業、長期滞

在、二地域居住、空き家利活用など事例をインタビュー形式で記事化 

＜展開スキーム＞ 

 
 

＜ディスプレイバナーは以下媒体を中心に展開予定＞ 

時事通信社自社媒体（下記 5媒体） 

① 時事ドットコム：時事通信の運営する総合ニュースサイト 

・無料オープンサイト：https://www.jiji.com/ 

・ニュースメディア月間 7,400 万 PV 2,300万 UU 以上 

② iJAMP：自治体向け情報サービス 

・会員制サイト：https://www.jamp.jiji.com/ 

・行政向けニュースメディア 90% 1,600 自治体で利用 

・会員数 50万、月 10,000PV以上 

③ Agrio：農業専門情報サービス 

・省庁・自治体・行政向け発行冊子： 

・発行部数 5,000 部、想定閲覧読者数 25,000 人 

④ JFSメルマガ：金融情報メールマガジン 

・金融関係者、時事 financial solution サービス関連 

・メルマガ送付数 5,600 通 

⑤ 地方行政：地方行政専門情報誌 

・省庁・自治体・行政向け発行冊子 

・発行部数 5,000 部、想定閲覧読者数 25,000 人 

＜効果測定＞ 

第一展開期間終了後に、GoogleAnalytics 及び、問い合わせ等の結果を分析

し、今後の展開に繋げる。 

 

受入環境の

整備 

当社は地域連携 DMO であり、当社地域の 2市 2 町には、それぞれに登録地域

DMOや観光協会が存在している。これらの法人と重複しないように「受入環境

の整備」への取組を行うことが、千葉県や 2 市 2町と設立時の合意事項となっ

ている。そのために、当社が求められる役割として、「連携する事業者」や、

中央省庁や、各専門性のある領域の企業･団体との関係性構築を行い、2 市 2町

への興味と事業性を啓発し、それら企業･団体を各取組に積極的に関与させる

ことである。各取組を実行する上において、正確な情報やノウハウを必要な時

に供給できる体制を継続的に構築･維持することが重要である。その上で、当

社が現時点までに取組を開始し、継続している「受入環境の整備」は以下の通

りである。 

 

【2024年取組①（今後も継続）: 

空き家利活用推進事業（宿泊施設化）】 

日本ファームステイ協会より、モデルケースとなる訪問先をアレンジしてもら

い、千葉県が現地訪問を実施。今後 2 市 2町の現地訪問を実施するための検討

を千葉県とともに行っている。また、国土交通省の住宅局住宅総合整備課の協

力を得て、勝浦市の視察を行い、現状等把握の上で助言をもらい、今後の施策

等への継続的な協議を実施中。2025 年度農林水産省農山村漁村振興交付金の農

泊推進の申請準備を行っており、空き家の抽出やその利活用による宿泊施設化

並びに、「食」、「体験」の旅行商品化（旅行会社等への営業が可能なスケジュ

ール･最低催行人数･料金等の整備）を推進する予定。 
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【2024年取組②（今後も継続）: 

地域交通（アクセス交通＋地域周遊交通＋生活交通）推進事業】 

2市 2 町の各首長の許可を得て、企画課長会議を勉強会形式で開催し、国土交

通省関東運輸局千葉運輸支局の協力を得て、「公共ライドシェア」等の共通認

識や、課題共有を行った。また、当社がアレンジした公共ライドシェアのシス

テム開発会社より、ケーススタディとして、他地域の導入事例の紹介を行い、

今後継続的な情報収集と共有及び、2市 2 町共同での施策立案を目指し、定期

的なミーティングを継続し、具体的な施策の導入を行う予定。 

観光資源の

磨き上げ 

当社は地域連携 DMO であり、当社地域の 2市 2 町には、それぞれに登録地域

DMOや観光協会が存在している。これらの法人と重複しないように「観光資源

の磨き上げ」への取組を行うことが、千葉県や 2市 2 町と設立時の合意事項と

なっている。そのために、当社が求められる役割として、「連携する事業者」

や、中央省庁や、各専門性のある領域の企業･団体との関係性構築を行い、2市

2 町への興味と事業性を啓発し、それら企業･団体を各取組に積極的に関与させ

ることである。各取組を実行する上において、正確な情報やノウハウを必要な

時に供給できる体制を継続的に構築･維持することが重要である。その上で、

当社が現時点までに取組を開始し、継続している「観光資源の磨き上げ」は以

下の通りである。 

 

【2024年取組①（今後も継続）: 農泊交付金プロジェクト】 

当社は、登録地域 DMOや観光協会の活動と重複した活動とならず、地域の観光

資源の磨き上げや、受入環境の整備等の活動を行う為に、2025 年の農山漁村振

興交付金申請を行うことにし、申請の為の農泊協議会の設立や、中核企業等の

協力を得るための業務を推進中である。 

＜過去の経緯＞ 

当社は、プロジェクトの第 1号として、「教育旅行プロジェクト」を推進し、

日本旅行のケーススタディや、提案等も観光課長会議で発表、再度 2市 2 町の

現状把握の為のヒアリングを実施した。 

現状では、魅力的な観光資源を有する 2市 2 町連携であっても、現状の教育旅

行市場は、人口減少や、ライフスタイル、教育現場の変化などから、なかなか

手強く、変化を求められている市場でもあり、教育旅行にて実績を作るにはハ

ードルが高いとの結論に至り、抜本的に考えを改め、農林水産省農山漁村振興

交付金の申請を行い、「食」、「体験」の旅行商品化（旅行会社等への営業が可

能なスケジュール･最低催行人数･料金等の整備）、空き家の抽出と利活用によ

る宿泊施設化等を推進することに変更した。2025 年度に、当社と共に 2 市 2町

がそれぞれ協議会を組成しで農山漁村振興交付金を申請し、互いに地域の特性

を反映させつつ、足並みを揃えた緩やかな連携に基づく活動を推進することと

なった。 

【2024年取組②（今後も継続）: 調査・KPIプロジェクト】 

当社は、自治体、地域 DMO、観光協会、観光関連業者等の多様な関係者と、数

値を元にした「観光資源の磨き上げ」の方向性の共通認識を持つ為に、【人流

データ&インバウンドデータ&旅行者消費額算出データ】等を、当社が用意し、

共通の KPI 等の目標を設定し、「観光資源の磨き上げ」の活動を推進し、PDCA

を回すことを目的として、【調査 KPI プロジェクト】を推進中。2024 年度はど

こにどのようなデータがあり、どう加工し、どのような共有の仕方があり、ど

のように更新すべきか等を検討し、専門法人 2 社とその実現性に関して議論を

重ねた結果、1 社より具体的な提案として企画･見積もり等を入手するに至った

が、高額な費用がかかるため、現在保留し、実施のための財源確保等を引き続

き検討中。 

【2024年取組③（今後も継続）:成田国際空港物産販売プロジェクト】 

当社は、成田国際空港株式会社との協力関係のもと、2024 年に新設した「プラ

スナリタラボ株式会社」が行う、地域産品を活用した「物販卸事業」「飲食事

業」及び、「空港起点観光事業」への 2市 2 町が有為な担当窓口となるべく、

説明会実施や、商品導入等業務フロー説明会を行い、継続的フォローを実施し

ている。 

【2024年取組④（今後も継続）:婚活プロジェクト】 

現在千葉県が推進しているイベント型との整合性を重視するため、来期以降に

具体的施策を講じるよう準備･検討している。あくまで、県と足並みを揃えな

がら推進し、施策の延長線上である「関係人口創出/二地域居住/移住/定住/人

口の自然増」の結果を見据え、活動を行う予定。 

【準備中の取組（今後、関係者と合意形成予定）】 

1 品質評価支援制度及び地域 OTA導入推進 

当社の「連携する事業者」である日本ファームステイ協会が行ってい

る、宿泊施設への「品質評価支援制度」の地域への紹介等の準備を行う

こと及び、一般社団法人住宅宿泊協会（加入組織である株式会社百戦錬
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磨を中心に）より、OTAの要諦やビジネススキーム等をヒアリングし、

地域 OTAの導入等を推進する取組を推進予定。 

2 景観保護 

「2市 2 町共通の景観保護」および「景観保護の為の統一デザイン」等

に関しての取組を推進予定。 

3 アルベルゴディフーゾ国際認証取得 

当社が今後推進する地域内の空き家を宿泊施設等に利活用し、観光客を

迎え入れることを想定し、その環境下の地域の文化や生活習慣の共有を

コンセプトの一つに持つイタリア発祥のアルベルゴディフーゾ(分散型

ホテル地域丸ごとホテル等に似たコンセプト)の国際認証の取得を目指

し、インバウンド顧客拡大を視野に活動を推進予定。 

 

 

【定量的な評価】 

 

＜BtoB向けのコーポレートサイト(企業 WEB)について＞ 

※2024 年 1月 25日（開設）～2024年 12月末まで 
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１.分析 

・日本語ページは国内利用者が中心で、他言語に比べてアクセス数は多い 

・2024年 7月 OWNED MEDIA（Instagram）がオープンし、合わせて WEB ページへのアクセス数も増大 

・他言語（英語、スペイン語、中国語、韓国語）も、一定のエンゲージメントが確認され、成長の可 

能性を有する（2市 2 町が海外との姉妹都市等の連携を行っている国への発信も今後は強化予定） 

・各言語での利用傾向が異なるため、ニーズに合わせた戦略が必要となる 

・Instagram のオープンもあるが、やはり「夏 = 海 = 外房エリア」というイメージが強いように思 

われる為、季節性は重要であると考える 

２.今後の取組方向性 

・イベントや現地との情報連携を更に深化させることを検討 

・興味がもたれる季節性を考慮した施策を検討 

・現状公開している言語以外のページの拡充も検討 

・OWNED MEDIA（Instagram）との連動は、明らかであり、企業活動と合わせ、「BtoCtoB」の視点を持

ち、企業活動→Instagram（周知･拡大）→企業 WEB（受け皿）のフローを構築する 

 

BtoC 向けの OWNED MEDIA(自社保有メディア) 

 
 

2024年 7 月 3日（開設）～2024年 9 月末までの分析（詳細下記） 

 
 

2024年 10月 1 日～2024 年 10月 31 日までの分析（詳細下記） 
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2024年 11月 1 日～2024 年 11月 30 日までの分析（詳細下記） 
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2024年 12月 1 日～2024 年 12月 31 日までの分析（詳細下記） 

 
 

１.結果と目標 

・フォロワー数の推移（2024 年 7月 1 日～11月 30日） 

アカウント開設以降、フォロワー数は着実に増加している。 

（現状 12 月末フォロワー数 5,000 名で、年度内（3月末）で 1 万名を目指し活動推進） 

２.分析 

・7月から 9 月末の分析 

リーチ数は約 23 万ビューと高い数値を記録。（フォロワー以外の割合は約 99%（22.8 万ビュー））

新規ユーザーへのリーチが非常に強く、BtoC への情報発信としての目的は十分達成していると考

えている。 

トップコンテンツは観光地紹介、特に風景や地域名を強調した投稿がユーザーに好評を得てい

る。 

・10 月の分析 

リーチは約 31 万ビューと引き続き高い。（フォロワー以外の割合は 62.9%） 

フォロワー増加率が 17.1%と好調で、新規ユーザー獲得が順調に進んでいる。 

・11 月の分析 

リーチ数は約 19 万ビューと、10月に比べ 55.9%減少。（フォロワー以外の割合は 77.7%） 

フォロワー数は微増で拡大中。新規ユーザーへのリーチは維持されている。 

10 月より、「食」「宿泊施設」「インタビュー」等の、今までの観光地風景等のイメージから、体験

ものにコンテンツをシフトしたが、リーチ数、フォロワーの増加数共に伸び悩んでいる。 

やはり「夏 = 海 = 外房エリア」というイメージが強いように思われる。11 月後半以降、紅葉の

季節は、海以外の観光地風景等のコンテンツを投入し、様子を見る予定である。 

フォロワー数が減少していない状況を加味すると、夏場に海を想起する行動的な人がフォロワー

であり、秋口から行動が鈍化し、現在に至っているという仮説が成り立つと考える。 

・12 月の分析 

リーチ数は約 20 万ビューと、11月に比べ 6.3%増加。（フォロワー以外の割合は 73.2%） 

フォロワー数は引き続き増加しており、新規ユーザーへのリーチも維持されている。 

12 月より、紅葉など、海以外の観光地風景等のコンテンツを投入しており、閲覧数は微増に転じ

ている。やはり「風景（自然）」「音楽」＋αというコンテンツ要素の組み合わせのマッチングが

重要であり、「＋α」部分が、「食」「体験（コト）」「観光施設」である場合、認知･拡散が図られ

る傾向が推測される。 

 

アカウント 
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フォロワーの属性分析（2024 年 12月 1 日～2024年 12 月 31 日） 

 
 

３.今後の取組方向性 

・風景（観光地）、食、体験（アクティビティ）、宿泊等施設の投入バランスの検討 

・投稿頻度やタイミング、季節性等の検証を検討 

・大きなイベント等の特集や、興味喚起の為のティーザー投稿を検討 

・地元の特産品等のコンテンツを新たに検討 

・インバウンド対応として、海外フォロワー獲得（育成）を検討 

  └海外でのアカウント設置（海外向けの同コンテンツ展開）の実施 

   （現状は、英語キャプションのみの対応になっている為） 
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実施体制 

※地域の関係者と

の連携体制及び地

域における合意形

成の仕組みが分か

る図表等を必ず記

入すること（別添

可）。 

【実施体制の概要】 

⁎ 当社は、観光需要の「創出」と「創造」で、地域課題解決を行う為、プロジェクトの組成や、推進力

としての中核企業のポジションを担う。 

⁎ 千葉県や 2 市 2町（勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町）の関係者及び民間企業･団体･地域 DMO･観

光協会等と、下記の実施体制図に基づき、各順序及び、各階層においての合意形成を行い、密に協議

連携の上で具体的な施策を推進する。 

⁎ プロジェクトメンバーには、千葉県･各自治体を含み、地域 DMO･観光協会･交通事業者･地元地域宿泊事

業者･飲食業者･一次産業従事者･サービス事業者（土産物･アクティビティ事業者等）･広域民間企業･

団体等、多様な関係者が参画する形となる。 

⁎ 各関係者の合意形成を丁寧に図ったうえで官民が密接に連携したプロジェクト運営を実施する。 

⁎ 各首長の合意を得て推進している「自主事業」（企画課長会議にて推進） 

自主事業①：空き家の利活用推進事業（宿泊施設化） 

自主事業②：地域交通（アクセス交通＋地域周遊交通＋生活交通）の推進事業 

⁎ 観光課長会議での合意の元推進する「プロジェクト事業」 

プロジェクト事業①：農泊交付金プロジェクト 

プロジェクト事業②：調査・KPIプロジェクト 

プロジェクト事業③：成田国際空港物産販売プロジェクト 

プロジェクト事業④：婚活プロジェクト 

⁎ 事業･プロジェクトの推進に関して、個別施策は、関係者同士の会議体で推進（プロジェクト会議）。 

 

 

【実施体制図】 
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２．観光地域づくり法人がマネジメント・マーケティングする区域 
 

【区域の範囲が分かる図表を挿入】 

 
 

 
※地図参照元（千葉県夷隅地域ガイドマップ令和 4 年改訂版） 
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【区域設定の考え方】 

夷隅地域は、千葉県の南東部に位置し、東京都心から 60～80キロメートル、千葉市から 40～60キロメ

ートル程度の距離にある。東は延長 40キロメートルの海岸線をもって太平洋に接し、西は上総丘陵の

尾根を境に君津市、市原市に、南は清澄山系を挟んで鴨川市に、北は平野をもって長生郡に接してい

る。変化に富むリアス式海岸と海水浴に適した砂浜が続く海岸部、洪積層によって形成された上総丘陵

が起伏する山間部、そして、この間を蛇行し太平洋に注ぐ夷隅川流域の平野部で構成されていて、面積

は 406.18平方キロメートルで千葉県の総面積の 7.9 パーセントを占めている。 

 

【観光客の実態等】 

※設定区域における観光客入込客数、延べ宿泊者数、消費額等を踏まえて記入すること。 

 
※参照データ 

・各市町（勝浦市、いすみ市、大多喜町）地域 DMO「観光地域づくり法人形成・確立計画」 

・千葉県「観光入込調査報告書」 

・御宿町提供データ 

・観光消費額の算出にあたり、地域全体を包括した調査が実施されていないため、各市町の地域 DMO 

の実績及び御宿町の観光入込客数を元に算出した額の合計値を集計している。 

・延べ宿泊者数及び観光入込客数は、千葉県「観光入込客数報告書」の数値を引用した。 

・来訪者満足度及びリピーター率は、各市町の地域 DMOの形成計画より引用し、御宿町は集計を行って

いない為、3市町の平均値により算出した。 

新型コロナ禍の影響が令和 3年より内需を中心に回復し、令和 4年には受け入れ体制が回復したと言え

る。令和 5年以降はインバウンド受け入れも平常稼働となり、傾向としては日本全国の傾向とほぼ変わ

らない状況である。 

 

【観光資源：観光施設、商業施設、自然、文化、スポーツ、イベント等】 

※観光資源の活用方法についても記入すること。 

※参照元：勝浦市（一社 勝浦市観光協会）、いすみ市（一社 ツーリズムいすみ）、 

大多喜町（一社大多喜町観光協会、株式会社わくわくカンパニー大多喜）、 

御宿町（一社 御宿町観光協会） 

 

（観光・商業施設） 

■勝浦市 

・edén 

・勝浦海中公園 

・海の博物館 

・勝浦朝市 

 ・鵜原理想郷 

 

■いすみ市 

・遊漁船(釣り船) 【夷隅東部漁業協同組合】 

・酒蔵見学 【木戸泉酒造株式会社】 

・貴重な自然環境に触れることが出来る いすみ環境と文化のさとセンター 

【(一財)千葉県環境財団】 

・いすみ鉄道株式会社 

項目 R3 R4 R5 備考

旅行消費額 9,584 9,719 12,343 単位：百万円

述べ宿泊者数 322 390 471 単位：千人泊

来訪者満足度（％） 80.3 88 88.5 単位：％

リピーター率（％） 59.8 61.8 62.7 単位：％

観光入込客数 1,735 1,956 2,719 単位：千人地点
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・(一社)ツーリズムいすみ 

・牛の乳しぼり、ブラッシング、バターづくり体験【高秀牧場】 

・干物づくり体験 【(有)アルファ】 

・太巻き寿司づくり体験 【大原生活改善グループ、楽動会】 

・そば打ち体験 【手打ちそばひらが、岬そば工房】 

・狩猟体験、クラフト体験 【Hunt+ハント・プラス】 

・サスティナブルスクール 【ブラウンズフィールド】 

・インバウンド向け日本文化体験 【24 団体】 

・ブルーベリー収穫体験(7月~8月) 【JA いすみブルーベリー振興会】 

・稲刈り体験(8月) 【いすみ鉄道】 

・梨狩り体験(9月) 【小高農園】 

・柿狩り体験(11月) 【みねやの里】 

・いちご狩り(1月~5月) 【ごじゃばこ岬店】 

・味噌づくり体験(2月~3月) 【大原生活改善グループ】 

・食用なばな収穫体験(2月~3月) 【みねやの里】 

・北斎×伊八を巡るガイドツアー(通年) 【(一社)ツーリズムいすみ】 

・星空観望&いすみの食材グランピング 【ISUMI Glamping Resort & Spa SOLAS】 

・いさばや(漁協直売所・レストラン) 【夷隅東部漁業協同組合】 

・海の直売所 【(有)アルファ】 

・農産物直売所 【JAいすみ・ごじゃ箱・なのはな他】 

・木戸泉酒造 【木戸泉酒造株式会社】 

 

■大多喜町 

・渡辺家住宅 

・大屋旅館  

・豊乃鶴酒造 

・伊勢幸酒店店舗兼主屋 

・宍倉弥兵衛商店店舗兼主屋 

・大多喜町役場中庁舎 

・商い資料館 

・釜屋 

・Mitosaya 薬草園蒸留所 

・大多喜県民の森 

・養老渓谷観光センター【山の駅養老渓谷喜楽里】 

・旧老川小学校会所分校 

・大多喜ハーブガーデン 

・SDGs大多喜学園 

・MUJI BASE OIKAWA 

・いすみ鉄道株式会社 

・たけのこ掘り体験 

 

■御宿町 

・日･西･墨三国交通発祥記念之碑（メキシコ記念公園） 

・月の沙漠記念公園 

・月の沙漠記念館 

・ONJUKUモニュメント 

・酒蔵見学（岩の井） 

 

（自然・文化） 

■勝浦市 
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・鵜原理想郷 

・興津海水浴場【国際環境認証「ブルーフラッグ」認証】 

・寂光寺の大椎【県指定天然記念物】 

・八坂神社の自然林【県指定天然記念物】 

・高照寺ノ乳公孫樹【県指定天然記念物】 

・鵜原海岸【日本の渚百選】 

・守谷海岸【快水浴場百選、日本の渚百選】 

・官軍塚公園 

・八幡岬公園 

・覚翁寺【初代波の伊八の欄間】  

・勝浦朝市【430 年の歴史】 

・吉野酒造店舗兼母屋他【国登録有形文化財】 

・遠見岬神社【4 代目波の伊八の欄間】 

・鵜原の大名行列【県指定等文化財】 

・旅館松の家【国登録有形文化財】 

・植村記念公園 

・興津港海浜公園 

・勝浦灯台 

 

■いすみ市 

・南房総国定公園【岩船～大原～太東の太平洋に面した海岸線】 

・夷隅川【二級河川・いすみ市の生物多様性のシンボル】 

・万木の丘、小動物の広場、照葉樹の森、トンボの沼、ホタルの里 

【絶滅危惧種も生息している豊かな自然環境】 

・田園地帯【いすみ米の産地】 

・いすみの星空【天然のプラネタリウム】 

・器械根【食材の宝庫、いすみ沖の広大な岩礁地帯】 

・外房・太東の波【オリンピックの波、伊八そして北斎が描いた波】 

・行元寺・飯綱寺・長福寺【波の伊八彫刻】 

・岩船地蔵尊【お堂は太平洋に突き出た岩場に立つ】 

・清水寺【坂東第 32 番札所。本州一遅い紅葉がみられる】 

・万木城跡公園【房総でも代表的な戦国時代の山城跡】 

・八幡岬【大原漁港や丹ヶ浦を一望できる小浜城跡】 

 

■大多喜町 

・養老渓谷【粟又の滝・滝めぐり遊歩道・中瀬遊歩道・面白峡遊歩道・黒湯】 

・大多喜城 

・麻綿原高原【妙法生寺】 

 

■御宿町 

・ドン･ロドリゴ上陸の地 

・春日神社 

・大宮神社 

・最明寺 
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（イベント・スポーツ） 

■勝浦市 

・かつうらビッグひな祭り（2月下旬～3月上旬開催） 

・興津湾灯籠流し 

・かつうら朝空マーケット 

・国際武道大学【スポーツツーリズム】 

・太平洋岸自転車道【サイクルスポーツ】 

・日本武道館研修センター【武道ツーリズム】 

・勝浦ウォーターアイランド【海上アスレチック】 

・勝浦マリンアドベンチャー【マリンアクティビティ】 

・勝浦大漁祭り（9月） 

・鵜原理想郷（ハイキングコース） 

 

■いすみ市 

・大原はだか祭り(9 月) 

・大原漁港・港の朝市(毎週日曜日開催) 【港の朝市協同組合】 

・海産物 BBQ・イセエビまつり・たこしゃぶまつり 

・国吉百福市(毎月第 2 日曜日開催) 【いすみ市商工会実行委員会】 

・長者天神市(毎月第 3 土曜日開催) 【NPO 法人いすみライフスタイル研究所】 

・ONSEN ガストロノミーウォーキング 【いすみ市実行委員会】 

・いすみ健康マラソン 増田明美杯(12 月) 【いすみ市実行委員会】 

 

■大多喜町 

・大多喜お城まつり 

・大多喜ッズ【お城でのイベント】 

・レンゲ祭り 

・養老渓谷の日イベント 

・二十八市 

 

■御宿町 

・まちかど「つるし雛めぐり」 

・真常寺「虫封じ参り」 

・浅間神社「七つ子参り」 

・ビーチサッカー大会 

・ビーチバレーボール大会 

・伊勢えび祭り 

・ライフセービング大会 

・御宿パークゴルフガーデン 

・御宿ウォーターパーク 

・キャメルゴルフリゾート 

・大原･御宿ゴルフコース 

・遊漁船（釣り船） 

（御宿岩和田漁業協同組合） 

・うみそら DAY 

 

※右図は月ごとの代表的イベントカレンダー 
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（自治体別観光資源まとめ ※千葉県夷隅地域振興事務所） 
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（食資源まとめ ※千葉県夷隅地域振興事務所） 

 
 

【宿泊施設：域内分布、施設数、収容力、施設規模等】 

 施設数 詳細 

勝浦市 118 旅館・ホテル：43軒 

簡易宿所  ：75軒 

定員     ：4,975人 

いすみ市 121 旅館・ホテル ：12軒 

簡易宿所  ：109軒 

定員      ：1,953人 

大多喜町 41 旅館・ホテル：13軒 

簡易宿所  ：28軒 

定員     ：1,079人 

御宿町 75 旅館・ホテル：32軒 

簡易宿所  ：43軒 

定員     ：2,004人 

合計 355 旅館・ホテル：100軒 

簡易宿所  ：255軒 

定員   ：10,011人 

※R6.11.22時点 千葉県データより 
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【利便性：区域までの交通、域内交通】 

 

※参考アクセス（いすみ市大原駅⇔東京）の場合 

 
1電車利用 

外房線（特急わかしお）−大原駅下車（東京発：72分） 

総武線快速−外房線（千葉駅）−大原駅下車（東京発：114分） 

2車利用 

京葉道路→東金有料道路（東金 IC）→東金九十九里有料道路→九十九里有料道路→国道 128号 

京葉道路（蘇我 IC）→外房有料道路→県道 21号線（茂原市経由） 

東京湾アクアライン→首都圏中央連絡自動車道（市原鶴舞 IC）→国道 297号（大多喜町経由） 

3国内主要空港からの移動時間 

成田空港（1.5時間圏内）・羽田空港（2時間圏内） 

※車利用 

※参考アクセス（勝浦市⇔東京）の場合 
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【外国人観光客への対応】 

千葉県夷隅地域は、豊富な観光資源を元に、既存の DMOや観光協会を含む多くの地域観光産業従事者が

インバウンド旅行者の誘致に取り組んでいるが、その伸びしろはまだまだあると考える。更なるインバ

ウンド観光客を誘致し、地域に経済効果をもたらすためには、複数の地域課題を解決することが重要で

あると思料する。 

1.宿泊施設の課題 

インバウンド観光客に見られる「長期滞在」や「泊食分離」等の旅のスタイルに合った宿泊施設の不

足も指摘されているところである為、当社としては自主事業「空き家利活用推進事業」を通じて、イ

ンバウンド観光客に好まれる宿泊施設化により、空き家問題を解決しながら受入体制の整備を行い、

地域経済の活性化に努める。 

2.交通アクセスの課題 

夷隅地域は主要都市からのアクセスが限られており、地域訪問のハードルが高い為、当社としては自

主事業「地域交通推進事業」を通じて、インバウンド観光客の利便性向上に努める。 

3.観光資源の活用 

インバウンド観光客が好む、自然や景観等だけでなく、文化や第一次産業を活用した「コト消費」を

商品化し、インバウンド観光客への滞在目的創出に努める。 

4.情報発信 

当社は Instagramを使い、BtoC向けの発信を行い、地域の魅力を発信しているが、インバウンド旅行

者となる海外からのアクセスは、現状低位である。コメント欄を多言語化し、様子を見ているが、こ

れだけでは課題解決には至らない可能性がある為、今後海外を拠点に、海外に向けて発信をする旅行

ライターや、インフルエンサー等とのコミュニケーションを図ることと、当社親会社である時事通信

社のネットワークを活用した、海外通信社、海外メディア、海外記者との連携も視野に活動を継続

し、情報発信に努める。 

 

当社は、千葉県や 2市 2町との設立時の合意事項として、既存観光事業の磨き上げ等の既存観光業の推

進体制は、基本的には既存地域 DMO並びに観光協会が中心的にその役割を担うこととなっているが、今

後は各社との連携を密にして、当社ができうるインバウンド旅行者への対応を協力していきたいと思料

している。 

 

 

３．各種データ等の継続的な収集・分析 

 

収集するデータ 収集の目的 収集方法 

旅行消費額 来訪者の消費活動の動向を分析し、

消費単価向上に繋げるため。 

各自治体・地域 DMO と連携し、収集 

延べ宿泊者数 宿泊者数の推移を把握するため。 各自治体・地域 DMO と連携し、収集 
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来訪者満足度 来訪者の満足（不満足）に繋がって

いる要因を分析し、戦略立案に繋げ

るため。 

各自治体・地域 DMO と連携し、収集 

リピーター率 リピーター顧客の動向を把握し、戦

略立案に繋げるため。 

各自治体・地域 DMO と連携し、収集 
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４．戦略 
 

（１）地域における観光を取り巻く背景 
【地域の現状】 

千葉県夷隅地域は、千葉県の南東部に位置し、東京都心から約 60～80km、成田国際空港からも約 60

～70kmと、いずれも約 1.5 時間圏内に位置するアクセス至便なエリアである。この地は東側を太平洋

に面し、40km続く美しい海岸線、西側には上総丘陵や清澄山系が広がり、自然景観と人文景観が調和

した観光資源の宝庫である。また、観光資源には豊かな自然に加え、歴史的建造物や伝統文化、新鮮

な海産物や農産物を活かした食体験など、多様な魅力が揃っている。鉄道は JR外房線、いすみ鉄

道、小湊鉄道が存在し、観光資源と連携しやすい環境にある。 

人口動態の面では、令和 6年 10月 1日時点で、夷隅地域全体の人口は 63,069 人。各市町の人口は勝

浦市が 15,326人、いすみ市が 33,165人、大多喜町が 8,105人、御宿町が 6,473 人となっている。 

経済面では、主要産業は、農業と漁業を中心とする一次産業であり、豊かな自然環境を活かした米や

野菜の生産、太平洋沿岸での漁業が盛んである。このような背景の中で、観光産業が地域経済を牽引

する柱となる可能性は大きいと思料している。消費者目線においても、夷隅地域は、海や山、川とい

った自然環境に加え、歴史的資源や地域の食文化など、多彩な観光資源を有していると考えている。 

 

【地域の共通課題】 

・ 人口減少と高齢化が進む中、地域への移住・定住者の受け入れや関係人口拡大が重要な課題とな

っている。 

・ 人口減少や高齢化による空き家の増加（潜在的な空き家の急増） 

・ 地域内を通過する主要道路として、国道 3路線(128,297,465号)、主要地方道 5路線、一般県道

21路線はあるものの、圏央道と距離があり、長生グリーンラインの延伸計画は進行しているもの

の、実現までには時間がかかり、近隣地域と比べてアクセスの利便性が課題となっている。また

地域内の観光周遊を促進する公共交通の脆弱性も課題となる。 

・ 観光産業だけでなく、高齢化による事業承継等への影響。 

・ 移住・定住、二地域居住者の地域における適切な居住環境及び雇用機会の不足 

 

【当社が行う解決の方向性】 

当社は、観光需要の「創出」と「創造」により地域課題を解決することを目的に組成されており、そ

の目的の中で施策を講じ、観光産業の経済合理性を向上することを目的としている。 

2026年（令和 8年）の圏央道（大栄 JCT～松尾横芝）間が開通することにより、成田国際空港からの

夷隅地域へのアクセスが改善され、人流･物流ともに新たな契機を迎えると考えており、このタイミ

ングに向け活動を行う。 

・ 空き家の利活用（宿泊施設化）に資する活動 

・ 地域交通（アクセス交通＋地域周遊交通＋生活交通）の改善に資する活動 

・ 関係人口創出/二地域居住/移住/定住/人口の自然増に資する活動 

・ 空き家、交通、関係人口の創出の施策を推進し、雇用創出に資する活動 

・ 上記の課題解決の方向性を一元的にまとめ上げるためのコンセプトワーク及び一元的情報発信に

資する活動 
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（２）地域の強みと弱み 
 好影響 悪影響 

内部

環境 

強み（Strengths） 

1. 豊富な観光資源 

太平洋に面した 40km に及ぶ美しい海岸線

や、上総丘陵、清澄山系などの自然景

観。歴史的建造物や伝統文化、新鮮な海

産物や農産物を活かした地域の食文化。 

2. 都心・成田空港からのアクセスの良さ 

東京都心から約 60～80km、成田国際空港

から約 60～70km と、1.5時間圏内の距離 

3. 観光交通インフラの存在 

JR外房線、いすみ鉄道、小湊鉄道が地域

を結び、観光資源と連携可能。 

4. 一次産業の強み 

米や野菜の生産、沿岸での漁業など、自

然を活かした産業基盤。 

弱み（Weaknesses） 

1. 人口減少と高齢化 

地域人口の減少、高齢化が進み、空き家

の増加や事業承継問題が発生。 

2. 交通の利便性の課題 

圏央道との距離があり、長生グリーンラ

インの延伸が遅れている。地域内観光周

遊を促進する公共交通が脆弱。 

3. 雇用機会と居住環境の不足 

移住・定住者や二地域居住者に適した雇

用機会や住環境が十分ではない。 

4. 観光産業の経済合理性 

地域経済を牽引する観光産業の発展に向

けた施策が不十分。 

外部

環境 

機会（Opportunity） 

1. 観光需要の拡大 

空き家を宿泊施設化し、観光客を呼び込

むことで地域経済の活性化が期待でき

る。 

2. 地域交通の改善 

アクセス交通や地域周遊交通の改善が進

めば観光産業の発展が加速。 

3. 移住・定住者や二地域居住者の増加施策 

自然豊かな地域環境や歴史文化を活か

し、移住希望者に訴求可能。 

4. SDGsや地域創生の潮流 

持続可能な地域づくりへの注目が高まっ

ているため、政策支援や資金調達の可能

性。 

5. デジタル技術の活用 

一元的な情報発信をデジタルで行うこと

で、地域外へのプロモーション強化。 

脅威（Threat） 

1. 競合地域との比較 

他の観光地と比較した場合、アクセスや

観光資源の PR不足が課題。 

2. 高齢化による労働力の不足 

地域経済全般における労働力の減少。 

3. 交通インフラの未整備 

長生グリーンラインの延伸計画が遅れる

ことで、近隣地域に観光客が流れるリス

ク。 

4. 気候変動や自然災害 

太平洋沿岸という地理的特性から、台風

や津波などのリスクが存在。 

5. 外部資本依存のリスク 

観光産業を活性化する中で、地域外の資

本や企業に依存しすぎると、地元経済へ

の還元が薄れる可能性。 

※上記に加え、ＰＥＳＴ分析等の他のマーケティング分析手法を用いて分析を行っている場合は、そ

の内容を記入（様式自由）。 

 

（３）ターゲット 
○第１ターゲット層：インバウンド観光客 

国籍：短期ターゲット：現状のインバウンド旅行者ボリュームゾーン（台湾、韓国、中国、香港） 

   中期ターゲット：欧米豪への拡大 

年齢層：30～50 代 

旅行目的：「文化･食、自然体験、リラクゼーション」等の地域資源を活用した「体験 ＝ コト消費」 

千葉県夷隅地域は、豊富な観光資源を元に、既存の DMOや観光協会を含む多くの地域観光産業従事者

がインバウンド旅行者の誘致に取り組んでいるが、その伸びしろはまだまだあると考える。更なるイ

ンバウンド観光客を誘致し、地域に経済効果をもたらすためには、複数の地域課題を解決することが

重要であると思料する。 
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○選定の理由 

1. 地域経済活性化の為、消費額が多いインバウンド旅行者を取り込む 

・宿泊日数が 1拠点あたりで長く、消費額も多い為 

└観光庁実施「インバウンド消費動向調査」2023年の訪日外国人旅行者の平均滞在日数は 

約 9.0日。国内旅行者の平均宿泊日数は、「旅行・観光消費動向調査」によると、平均約 

2.5 泊。インバウンド旅行者平均滞在日数は国内旅行者の平均宿泊日数より約 6.5日長い。 

└また、同一滞在地宿泊日数は、観光庁「宿泊旅行統計調査」によると、訪日外国人旅行者 

は約 2.8泊であり、国内旅行者の平均宿泊日数である約 1.5泊よりも約 1.3泊長い。 

・成田国際空港とのアクセスが改善できれば「地の利」が見込める 

2. 短期的には、現状のインバウンド旅行者のボリュームゾーンである東アジア旅行者を取り込む 

3. 中期的には、欧米豪旅行者への拡大を目指す 

・高い消費額 

・地方への訪問意欲 

・環境や文化を尊重した旅行行動 
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【年齢層】 

「訪日旅行データハンドブック 2023年（日本政府観光局（JNTO））」を参照すると、インバウンド旅

行者の 30～50代は、文化や自然体験を好む傾向があり、夷隅地域の観光資源と親和性が高いと判断

している。 

 

○取組方針 

【多言語対応の情報発信】 

当社は Instagramを使い、BtoC向けの発信を行い、地域の魅力を発信しているが、インバウンド旅

行者となる海外からのアクセスは、現状低位である。コメント欄を多言語化し、様子を見ている

が、これだけでは課題解決には至らない可能性がある為、今後海外を拠点に、海外に向けて発信を

する旅行ライターや、インフルエンサー等とのコミュニケーションを図ることと、当社親会社であ

る時事通信社のネットワークを活用した、海外通信社、海外メディア、海外記者との連携も視野に

活動を継続し、情報発信に努める。 

 

【体験型観光プログラムの開発】 

インバウンド観光客が好む、自然や景観等だけでなく、文化や第一次産業を活用した「コト消費」

を商品化し、インバウンド観光客への滞在目的創出に努める。 

 

【宿泊施設の拡大】 

インバウンド観光客に見られる「長期滞在」や「泊食分離」等の旅のスタイルに合った宿泊施設の

不足も指摘されるところ、当社としては自主事業「空き家利活用推進事業」を通じて、インバウン

ド観光客に好まれる宿泊施設化により、空き家問題を解決しながら受入体制の整備を行い、地域経

済の活性化に努める。 

 

【地域交通の改善】 

夷隅地域は主要都市からのアクセスが限られており、地域訪問のハードルが高い為、当社としては

自主事業「地域交通推進事業」を通じて、インバウンド観光客の利便性向上に努める。 

○第 2ターゲット層  

【国内旅行者（関係人口創出の為に）】 

・地域とのつながりを求める潜在的な需要を掘り起こす（地域資源の活用と磨き上げ） 

・「体験（コト消費）」等の目的が明確である国内旅行者の取り込み（地域資源の活用と磨き上げ） 

・これまでの旅とは異なる「何度も地域に通う旅、帰る旅」で関係人口を創出 

・旅行者の反復来訪による、二地域居住、移住・定住の促進を目指す 

＜プロファイル①＞ 

年齢：30～40代 

家族構成：夫婦、または小学生以下の子供を持つ家族 

性別：男女 

職業：テレワーク可能な職種、またはフリーランス 

居住地：首都圏在住 

 

＜プロファイル②＞ 

副業兼業を検討している/複数の職種（パートタイム）での生活を目指す 

年齢：20～40代 

家族構成：単身者、または夫婦 

性別：男女 

職業：本業を持ちながら副業・兼業を希望する会社員 

居住地：首都圏在住 
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千葉県夷隅地域は、豊富な観光資源を元に、既存の DMOや観光協会を含む多くの地域観光産業従事者

が国内旅行者の誘致に長年に渡り取り組んでいる。当社は、千葉県や 2市 2町との設立時の合意事項

として、既存観光事業の磨き上げ等の既存観光業の推進体制は、基本的には既存地域 DMO並びに観光

協会が中心的にその役割を担うこととなっているが、今後は各社との連携を密にして、当社ができう

る国内旅行者への対応を推進していきたいと思料している。 

当社は、観光需要の「創出」と「創造」により地域課題を解決することが設立目的であり、夷隅地域

の共通課題を解決する為に資するターゲットとして、【関係人口創出の為】の国内旅行者の誘客が重

要であると思料する。 

○選定の理由 

 
出典：観光庁「第 2 のふるさと概要説明」資料 

 
出典：観光庁「第 2 のふるさと概要説明」資料 

 
出典：一般社団法人日本ファームステイ協会 Information 資料 
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1. テレワークの普及 

総務省の「令和 3年通信利用動向調査」によれば、テレワーク実施率は増加傾向にあり、特に 30～

40代のビジネスパーソンで高い割合を示している。 

2. 子育て環境の重視 

内閣府の「子育て環境に関する調査」（2021年）では、子育て世代が自然環境や教育環境を重視す

る傾向が示している。 

3. 首都圏からのアクセス 

夷隅地域は首都圏からのアクセスが良好で、移住先としての利便性が高い。 

4. 副業解禁の動向 

厚生労働省の「副業・兼業に関するデータ」（2019 年）によれば、副業を希望する雇用者は増加傾

向にあり、特に 20～40代でその意向が強いとされている。 

5. 地方での副業機会 

内閣府の「地方への新たな人の流れの進捗状況と課題」（2022年）では、副業を通じて地方と関わ

りたいと考える人々が増えている。 

 

○取組方針（目指すべき姿） 

【地域における雇用の創出と住居の確保】 

当社は、自主事業として「空き家利活用推進事業」及び「地域交通推進事業」を推進している。 

これは、地域の地域課題を解決する為に推進をしているが、本ターゲットへの影響が大きい事業でも

ある。 

①空き家利活用は、宿泊施設化だけでなく、二地域居住、移住者への住居の提供に繋がる 

②空き家利活用により、新たに宿泊施設化された物件において、雇用が生まれる 

③地域交通推進事業により、新たな雇用が生まれる 

このように、地域課題を解決しながら、地域経済の活性化＝雇用の創出を目指す。 

更に、当社は、婚活プロジェクトの推進を検討している。 

現在、千葉県が推進しているイベント型との整合性を重視するため、来期以降に具体的施策を講じる

よう準備･検討しているが、この婚活プロジェクトの施策の延長線上にあるものは、あくまでも「関

係人口創出/二地域居住/移住/定住/人口の自然増」の結果を見据えた活動である。 

 

【テレワーク環境の整備】 

高速インターネット環境の整備やコワーキングスペースの設置を推進し、テレワーク希望者の受け入

れ体制の強化を図る。 

【子育て支援の充実】 

保育施設や子育て支援センターの情報発信を強化し、子育て世代が安心して移住できる環境を整備す

る。 

【移住体験ツアーの実施】 

実際に地域での生活を体験できるツアーを企画し、移住希望者に具体的な生活イメージを提供する。 

【副業マッチングプラットフォームの活用】 

地域の企業や団体と副業希望者をつなぐオンラインプラットフォームを活用し、マッチングを促進す

る。 

【短期滞在プログラムの提供】 

副業希望者が地域での活動を体験できる短期滞在プログラムを企画し、地域との関係構築を支援す

る。 

【副業に関する情報発信】地域での副業事例や成功体験を SNSやウェブサイトで発信し、関心を持つ

層へのアプローチを強化する。 
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（４）観光地域づくりのコンセプト 
①コンセプト 

 
 

②コンセプトの考え方 当社は地域連携 DMOであり、「観光で地域課題を解決する」を目的に設立さ

れ、千葉県や 2市 2町と設立時の合意事項として地域祭礼･イベント･既存観

光事業の磨き上げ等の既存観光業の推進体制並びに、地域住民に対する観光

地域づくりに関する意識啓発・参画促進のための取組は、基本的には既存地

域 DMO並びに観光協会が中心的にその役割を担うこととなっている。 

 

当社は、夷隅地域の 2市 2町を一体と捉え、海･山･川･里山等の自然や、文

化･生活を基盤とした、豊かな観光資源を活用、訪れる人々に魅力を伝え、

地域を応援するファンを増やすことを目的とした活動を推進する。 

 

具体的な施策（アクションプラン）の企画･立案の方向性は、農業･漁業･体

験･食等「地域の宝」を活用した「コト消費」を目指すことである 

＜具体的に活用を検討している地域資源＞ 

・ 豊かな自然資源:海、山、川、里山、生物多様性、気候 

・ 里山:養老渓谷(大多喜町)、源氏ボタルの里(いすみ市) 

・ 漁港:大原漁港(いすみ市)、勝浦漁港(勝浦市)、御宿漁港(御宿町) 

・ リアス式海岸:小浦海岸御宿町）、鵜原理想郷(勝浦市) 

・ 文化:大多喜城下町(大多喜町) 

・ 食文化:有機農業、豊富な魚種など 

・ ローカル鉄道等（いすみ鉄道） 
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５．関係者が実施する観光関連事業と戦略との整合性に関する調整・仕組み作り、

プロモーション 
  

項目 概要 

戦略の多様な関

係者との共有 

※頻度が分かる

よう記入するこ

と。 

・ ステークホルダーとの合意形成（情報共有含）の為の会議体は 5階層に分かれ

る 

・ 「首長会議」は最終意思決定を行う（半年に 1回程度開催） 

・ 「千葉県連絡会議」千葉県との情報共有及び施策の協議を行う（適宜開催） 

・ 「観光課長会議」は地域との合意形成及び、施策・予算の策定を行う（4半期

に 1回程度開催） 

・ 「企画課長会議」は自治体内部署を横断するプロジェクト及び施策推進の為、

各首長の許可を得て行う（4 半期に 1回程度開催） 

・ 「民間事業者 及び 地域住民説明会」は、DMOの方向性、施策状況等の情報共

有を行う（年に 1回～2回程度開催） 

・ 個別プロジェクトに関しては、担当者ベース及び専門分野の「連携する事業

者」を参集し、業務推進（施策の進捗状況に合わせて開催） 

 

※ 当社が求められる役割としては、「連携する事業者」や、中央省庁や、各専

門性のある領域の企業･団体との関係性構築を行い、2市 2町への興味と事業

性を啓発し、それら企業･団体を各取組（施策）に積極的に関与させること

である。各取組（施策）を、立案、実行する上において、正確な情報やノウ

ハウを必要な時に供給できる体制を継続的に構築･維持し、施策を実行する

座組を構築する時点で、企業･団体が積極的に関与することが重要であると

考えており、当社は設立時より現時点まで継続的にその取組を行っている。 

当社は地域連携 DMOであり、「観光で地域課題を解決する」を目的に設立され、千

葉県や 2市 2町と設立時の合意事項として地域祭礼･イベント･既存観光事業の磨

き上げ等の既存観光業の推進体制並びに、地域住民に対する観光地域づくりに関

する意識啓発・参画促進のための取組は、基本的には既存地域 DMO並びに観光協

会が中心的にその役割を担うこととなっているが、観光を軸に、様々な地域課題

を解決する「基本的な考え方」の説明や、浸透の為には、地域社会とのコミュニ

ケーションと地域住民を含めた関係者とのリレーションは必要不可欠である為、

当社の活動を対象地域である 2市 2町の事業者並びに住民に定期的に説明をする

機会を持つべく、以下の通り民間事業者及び地域住民説明会を開催した。 

・ 第 01回目 開催日：2023 年 12月 21日(木) 

主要な方々に声を掛けし、開催。（参加者：27名） 

・ 第 02回目 開催日：2024 年 08月 30日(金) 

広く多様な関係者に声を掛けし、開催。（参加者：60 名） 

第 03回目に関しては、第 02回目の規模感をベースに、関係者や地域住民等にア

ンケートの実施を予定し、その回答から課題抽出等を行いたいと考えている。 

 

観光客に提供す

るサービスにつ

いて、維持･向

上・評価する仕

組みや体制の構

築 

品質評価支援制度及び地域 OTA導入推進 

当社の「連携する事業者」である日本ファームステイ協会が行っている、宿泊施

設への「品質評価支援制度」の地域への紹介等の準備を行うこと及び、一般社団

法人住宅宿泊協会（加入組織である株式会社百戦錬磨を中心に）より、OTAの要

諦やビジネススキーム等をヒアリングし、地域 OTAの導入等を推進する取組を推

進予定。 
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観光客に対する

地域一体となっ

た戦略に基づく

一元的な情報発

信･プロモーショ

ン 

当社は地域連携 DMOであり、当社地域の 2市 2町には、それぞれに登録地域 DMO

や観光協会が存在している。これらの法人と重複しないように「一元的な情報発

信･プロモーション」への取組を行うことが、千葉県や 2市 2町と設立時の合意事

項となっている。そのために、当社が求められる役割として、「連携する事業者」

や、中央省庁や、各専門性のある領域の企業･団体との関係性構築を行い、2市 2

町への興味と事業性を啓発し、それら企業･団体を各取組に積極的に関与させるこ

とである。各取組を実行する上において、正確な情報やノウハウを必要な時に供

給できる体制を継続的に構築･維持することが重要である。その上で、当社が現時

点までに取組を開始し、継続している「一元的な情報発信･プロモーション」は以

下の通りである。 

【2024 年取組①（今後も継続）: 

BtoB向けのコーポレートサイト(企業 WEB)のオープンと運用】 

対外的な当社説明及び、当社担当 2市 2町の紹介等を、積極的に情報発信をする

ことにより企業探索及び、当社信用を補完する目的で運用中。 

・ 2024年 1月 25日:コーポレートサイト(企業 WEB)オープン                    

・ 2024年 4月:英語版、中国語版(簡体字版)、韓国語版 公開 

・ 2024年 5月:中国語版(繁体字版) 公開 

・ 2024年 6月:スペイン語版 公開 

・ 2024年 7月:2市 2町の紹介ページを公開 

・ 2024年 8月:地域イベント開催情報をタイムリーに掲載開始 

・ (参考 URL : https://jpgs.jp/) 

 

【2024 年取組②（今後も継続）: 

BtoC向けの OWNED MEDIA(自社保有メディア)】 

当社は BtoC向けの継続的な情報発信媒体を自社で構築するために「OWNED 

MEDIA(自社保有メディア)」を構築することを戦略の一つとしている 

各 SNSを検討した結果動画を活用し、かつ、視覚的に魅力を伝えられるインスタ

グラム内で OWNED MEDIA(自社保有メディア)を構築することを決定した 

また、インスタグラムにおける 2市 2町の露出をすでに行っている個人とタイア

ップをすることにより、効率的な運営を目指して業務を開始 

・2024 年 7月 1日 OWNED MEDIA(自社保有メディア)オープン 

 
⁎コンセプト:千葉県の外房エリアにある夷隅地域(勝浦市、いすみ市、大多 

喜町、御宿町)の観光情報、特に観光、遊び、グルメの魅力を発信し地域の 

魅力を引き立て、週末の外房旅行を楽しく充実させる情報を一元的に配信 

(参考 URL)https://www.instagram.com/isumi_trip_jpgs?igsh=dHZycnAxMDcwN2Zr 

 

 

【2024 年取組③（今後も継続）: 

2市 2町（観光客に対する地域一体となった戦略に基づく一元）情報発信プロジ

ェクト】 

2025年 1月 25日から、当社親会社である時事通信社が保有する既存メディアや

関連メディアを活用し、2市 2町が共同で 1つのテーマで情報を加工し、共同の

媒体で情報を発信することにより緩やかな連帯感や一体感を醸成することを目的

として始めたプロジェクトである。発信先は BtoB / BtoC の双方へ行っていく。 

・コンテンツのコンセプト: 

「観光から地域課題を解決」するため、観光から派生する移住・定住や二地域

居住、1次産業、6次産業等と、地域課題を掛け合わせて課題解決することで

地域全体の活性化を図り、持続可能な地域社会を実現しようとしている様を取

材･コンテンツ化。 



様式１ 

32 

 

 

・コンテンツ内容： 

千葉県夷隅地域における、移住・定住、ワーケーション、副業・兼業、長期滞

在、二地域居住、空き家利活用など事例をインタビュー形式で記事化 

 

・発信媒体： 

時事通信社自社媒体（下記 5 媒体） 

    ①時事ドットコム：時事通信の運営する総合ニュースサイト 

    ②iJAMP：自治体向け情報サービス 

    ③Agrio：農業専門情報サービス 

    ④JFSメルマガ：金融情報メールマガジン 

    ⑤地方行政：地方行政専門情報誌 

※各取組について、出来る限り具体的に記入すること。 

 

６．ＫＰＩ（実績・目標） 
 

※戦略や個別の取組を定期的に確認・改善するため、少なくとも今後３年間における明確な数値目標を

記入すること。 

※既に指標となりうる数値目標を設定している場合には、最大で過去３年間の実績も記入すること。 

 

（１）必須ＫＰＩ 

※括弧内は、訪日外国人旅行者に関する数値 

 

 

 

 

 

 

 

指標項目  
2021 

（Ｒ３） 

年度 

2022 

（Ｒ４） 

年度 

2023 

（Ｒ５） 

年度 

2024 

（Ｒ６） 

年度 

2025 

（Ｒ７） 

年度 

2026 

（Ｒ８） 

年度 

●旅行消費額 

（百万円） 

目

標 

N/A N/A 10,567   11,930   12,438 12,965 

（-） （-） （-） （-） （-） （-） 

実

績 

9,584 9,719 12,343 
   

（-） （-） (-) 

●延べ宿泊者数 

（千人） 

目

標 

N/A N/A 449   487   516   534 

（-） （-） （-） （-） （-） （-） 

実

績 

322 390 471 
   

（-） （-） (-) 

●来訪者満足度 

（％） 

目

標 

N/A N/A 88.1 90.6 93.2 93.2 

（-） （-） （-） （-） （-） （-） 

実

績 

80.3 88.0 88.5 
   

（-） （-） (-) 

●リピーター率 

（％） 

目

標 

N/A N/A 62.9 64.3 65.5 66.3 

（-） （-） （-） （-） （-） （-） 

実

績 

59.8 61.8 62.7 
   

（-） （-） (-) 
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目標数値の設定にあたっての検討の経緯及び考え方 

【検討の経緯】 

当社は、原則、先行活動している地域 DMOが観光庁へ提出している「必須 KPI」との整合性を最重要

視している。 

整合性を取るため、千葉県夷隅地域振興事務所と調整をし、上記 KPIを設定している。 

当 DMO担当地域内で、御宿町のみ地域 DMOが存在していないが、今後当社が整合性のあるデータの収

集も行う意向である。 

現在当社は、自治体、地域 DMO、観光協会等の多様な関係者と、数値を元にした共通認識を持つ為

に、「人流」「インバウンド」「消費データ」等、定期的な定量調査で入手が可能なデータは、当社が用

意し、共通 KPI等の目標設定をし、それぞれが活動を推進、PDCAを回すことが地域の観光産業にとっ

て有益であると思料しており、当社は【調査 KPIプロジェクト】を推進している。 

今期は、どこにどのようなデータがあり、どう加工し、どのような共有の方法があるのか、どのよう

に更新すべきか等を検討し、専門の法人 2社とその実現性に関して議論を重ね、結果 1社より具体的

な提案と、見積もりを入手するに至った。 

しかしながら、初期及び継続的に高額な費用がかかるため、現在実施に関しては保留しており、その

財源の確保等を引き続き検討している状態である。 

 

【設定に当たっての考え方】 

各地域 DMOの必須 KPIの数値を収集し、千葉県観光入込調査報告書と照合した上で、地域連携 DMO

としての KPIを数値化。 

＜参照データ＞ 

・各市町（勝浦市、いすみ市、大多喜町）地域 DMO「観光地域づくり法人形成・確立計画」及び各市 

町提供データ 

・御宿町提供データ 

・千葉県「観光入込調査報告書」 

 

●旅行消費額 

「令和３年度千葉県観光入込調査報告書」より、県全体の観光入込客数 109,558,602人に対し、夷隅

地域の観光入込客数は 1,735,252 人（1.58％）である。この割合を基準として夷隅地域の観光消費

額を推計すると、県全体の観光消費額 790,503百万円の 1.58％と仮定すると 12,490百万円となるこ

とから、本推計額を当面の数値目標としたい。このため、夷隅地域における観光消費額が年 2％ずつ

成長していったと仮定して、令和 6年度以降の観光消費額を推計している。今後、どのように独自

調査を行い、データを収集していくかは、2市 2町等と調整しながら決めていく予定である。 

上記旅行消費額のうち、R5年度の実績値が R6年度の目標値を上回っている現象が起きていることは

認識しているが、前述した前提条件での算出による為、現状 R6年度以降の目標値に関しては、当初

設定した前提条件に基づいた数値を据え置いている。 

 

●延べ宿泊者数 

勝浦市、いすみ市、大多喜町の数値は、各地域ＤＭＯの「形成・確立計画」から使用し、御宿町は

町提供データを使用している。Ｒ5年度までは実績値（ただし御宿町の R5は推計値）を記載してお

り、R6以降の目標値は、R5の実績値に対し年 2％ずつ増加すると仮定して、4市町の目標額の合計

に 1.02％を乗じて推計している。 

 

●来訪者満足度 

御宿町はデータを収集していないため、勝浦市、いすみ市、大多喜町の数字を各地域ＤＭＯの形

成・確立計画等から引用し、平均値を算出。R5までは実績値を記載しており、R6以降の目標値は、

各市町の目標値の平均値に対し 2％の向上を見込み、1.02を乗じて算出している。 

 

●リピーター率 

御宿町はデータを収集していないため、勝浦市、いすみ市、大多喜町の数字を各地域ＤＭＯの形
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成・確立計画等から引用し、平均値を算出。R5までは実績値を記載しており、R6以降の目標値は、

各市町の目標値の平均値に対し 2％の向上を見込み、1.02を乗じて算出している。 

 

（２）その他の目標 

※括弧内は、訪日外国人旅行者に関する数値 

※各指標項目の単位を記入すること。 
 

指標項目及び目標数値の設定にあたっての検討の経緯及び考え方 

【検討の経緯】 

●観光入込客数 

宿泊客・日帰り客/国内客・インバウンド客を区別し、分析し、効果的な施策を講じる為。 

当社が掲げているターゲットである「インバウンド旅行者」を、成田空港から誘客する施策等を講

じる為にも有効であると思料。また各地域 DMOが継続的に観測している必須 KPIや PDCA活動との

連携した評価も容易であると判断したため、「観光入込客数」を設定することとした。今後、「観光

入込客数」をベースとしたインバウンド比率/日帰り/宿泊/滞在時間や拠点分析等のデータ細分化

及び、クロス集計等調査の実施を推進する予定。 

 

【設定にあたっての考え方】 

※観光入込客数 

・R2～R5は実績値 

・R6～R8は目標値（前年度の数値に 1.02を乗じた） 

※観光入込客数は、千葉県商工労働部観光企画課「千葉県観光入込調査報告書」をもとに算出してい 

る。（速報値 9月頃、確定値 12月頃の公表値を利用） 

 

 

 

７．活動に係る運営費の額及び調達方法の見通し 
※少なくとも今後３年間について、計画年度毎に（１）収入、（２）支出を記入すること。 

※現に活動している法人にあっては、過去３年間の実績も記入すること。 

（１）収入 
年（年度） 総収入（円） 内訳（具体的に記入すること） 

2023（Ｒ５） 

年度(実績) 

0 円 ※2024 年 11 月 1 日法人設立（5 ヶ月決算） 

※第 1 期（2023 年 11 月 1 日～2024 年 3 月 31 日） 

資本金として株式会社時事通信社より 10,000,000 円払込 

指標項目  
2021 

（Ｒ３） 

年度 

2022 

（Ｒ４） 

年度 

2023 

（Ｒ５） 

年度 

2024 

（Ｒ６） 

年度 

2025 

（Ｒ７） 

年度 

2026 

（Ｒ８） 

年度 

●観光入込客数 

（千人地点） 

目

標 

N/A N/A 1,995 2,773 2,829 2,885 

（-） （-） （-） （-） （-） （-） 

実

績 

1,735 1,956 2,719    

（-） （-） （-） 

（-） （-） （-） 
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2024（Ｒ６） 

年度(計画) 

2,200,000 円 ※第 2 期（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日） 

【収益事業】2,200,000 円 

【国等からの交付金･補助金】0 円 

2025（Ｒ７） 

年度(計画) 

30,000,000 円 ※第 3 期（2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日） 

【収益事業】20,000,000 円 

【国等からの交付金･補助金】10,000,000 円 

2026（Ｒ８） 

年度(計画) 

45,000,000 円 ※第 4 期（2026 年 4 月 1 日～2027 年 3 月 31 日） 

【収益事業】30,000,000 円 

【国等からの交付金･補助金】15,000,000 円 

 

（２）支出 
年（年度） 総支出 内訳（具体的に記入すること） 

2023（Ｒ５） 

年度(実績) 

3,824,251 円 ※2024 年 11 月 1 日法人設立（5 ヶ月決算） 

※第 1 期（2023 年 11 月 1 日～2024 年 3 月 31 日） 

【一般管理費】3,673,106 円 

【その他支出】151,145 円 

【総支出】3,824,251 円 ※資本金から充当 

2024（Ｒ６） 

年度(計画) 

20,000,000 円 ※第 2 期（2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日） 

【一般管理費】12,000,000 円 

【情報発信・プロモーション】3,000,000 円 

【受入環境整備等の着地整備】3,000,000 円 

【コンテンツ開発（観光資源の磨き上げ）】1,000,000 円 

【マーケティング】1,000,000 円 

2025（Ｒ７） 

年度(計画) 

25,000,000 円 ※第 3 期（2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日） 

【一般管理費】15,000,000 円 

【情報発信・プロモーション】3,000,000 円 

【受入環境整備等の着地整備】3,000,000 円 

【コンテンツ開発（観光資源の磨き上げ）】2,000,000 円 

【マーケティング】2,000,000 円 

2026（Ｒ８） 

年度(計画) 

32,000,000 円 ※第 4 期（2026 年 4 月 1 日～2027 年 3 月 31 日） 

【一般管理費】17,000,000 円 

【情報発信・プロモーション】3,000,000 円 

【受入環境整備等の着地整備】5,000,000 円 

【コンテンツ開発（観光資源の磨き上げ）】5,000,000 円 

【マーケティング】2,000,000 円 

 

（３）自律的･継続的な活動に向けた運営資金確保の取組･方針 
当社は、設立時より、特定財源ならびに自治体からの財源確保を計画していないため、関係自治体と

ともに検討は行っていない。 

当社は株式会社であり、資本増強･借入･受託事業･収益事業により安定的･継続的な経営を行う計画で

ある。 
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【第 1期（前期）】 

・設立時資本金により運営 

【第 2期（進行期）】 

・設立時資本金並びに親会社からの借入金により運営（借入済） 

・第 2期下半期より、親会社と営業委託契約を締結（収益事業の組成） 

【第 3期（来期）】 

・親会社からの借入金による運営（借入済） 

・親会社との契約に基づく収益事業の立ち上がり 

【第 4期（再来期）】 

・親会社との契約に基づく収益事業の立ち上がり 

・自主事業の収益化 

基本的には上記項目によって安定的･継続的な経営を行っていく計画であるが、地域に根差した「ふ

るさと納税」「指定管理制度」「特定財源（観光税･宿泊税）」に関しては、当社がその実行を行える役

割が担え、自治体に対し然るべき提案ができる場合は積極的に対応していきたいと考えている。 
 

 

８．観光地域づくり法人形成・確立に対する関係都道府県・市町村の意見 
 

勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町（2市 2町）は、株式会社時事グローカルサービシーズを地域

連携 DMOとして共に申請いたします。 

※2024年 5月 15日（2024 年 6月 24日リリース配信）に、株式会社時事グローカルサービシーズ

（代表取締役：杉本一郎）、千葉県勝浦市（市長：照川由美子）、いすみ市（市長：太田洋）、大多

喜町（町長：平林昇）、御宿町（町長（当時）：石田義廣）は、観光分野における包括連携協定を締

結し、千葉県夷隅地域振興事務所において、記念撮影を行った。連携協定の目的は、速やかに地域

連携 DMO「登録法人」となることと、さまざまな分野で協力し、共同で事業を推進することで、夷

隅地域の活性化を図り、地域の発展と住民サービスの向上に貢献することとしている。 

 

９．マネジメント・マーケティング対象区域が他の地域連携ＤＭＯ（県単位以外）

や地域ＤＭＯと重複する場合の役割分担について（※重複しない場合は記載不要） 

 

【他の地域連携ＤＭＯや地域ＤＭＯとの間で、重複区域に関する連携や役割分担等について協議を行

った（行っている）か】 

行っている。 

 

【区域が重複する背景】 

千葉県外房エリアに位置する夷隅地域の 2市 2町（勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町）の共通課

題である人口減少、空き家問題、地域交通、アクセス交通の改善等について、民間ソリューションを

積極的に取り入れる戦略を推進する為、当社は地域連携 DMOとして組成された。 

既に立ち上がっている地域 DMOを活かしつつ、「観光による地域活性化を図り、多様な地域課題を解

決する」ことを目的としている。 
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【重複区域における、それぞれの DMO の役割分担について】 

・ 当社が、千葉県、2市 2町、地域 DMO各社、観光協会等と合意をしている役割分担としては、地

域祭礼、既存イベント、既存観光事業磨き上げ等、既存観光事業の継続的推進体制は、今迄通り

の体制で推進し、当社（地域連携 DMO）は基本的に介在しない 

・ 当社（地域連携 DMO）は、2市 2町の新たな取り組みを推進する。 

＊広域での地域課題の解決の為の施策立案と実行 

＊広域での交付金、補助金等への申請･応募 

＊民間企業等との連携事業を推進        等 

・ 当社（地域連携 DMO）が民間企業との折衝窓口等となり施策を推進し、地域における活動は、原

則 2市 2 町の地域 DMO 各社や、観光協会等に依頼し、その施策の推進を行う。（何等かの事由に

より、地域 DMO各社や、観光協会等が、その役割を果たすことが困難な場合は、当社がその代替

え機能を担う） 

 

【前述の役割分担等によって、効率的、効果的な活動の遂行が期待できるか】 

期待できると考えている。 

役割分担は明確であり、重複をしない事が明確である。 

地域 DMOは、単一地域の事業を推進する。 

＊単一地域における観光資源の磨き上げを主とする事業を推進 

＊単一地域における受入環境整備等の着地整備事業を推進 

＊単一地域における情報発信事業を推進 

当社、地域連携 DMOは、地域課題解決を観光という切り口から行い、観光需要の「創出」と「創造」

を目的としており、棲み分けは可能であり、互いのシナジー効果が期待できると考えている。 

 

 

 

１０．記入担当者連絡先 
 

担当者氏名 米持貴史 

担当部署名（役職） CMO&CFO 

郵便番号 本社：〒299-4612 

東京オフィス：〒101-0021 

所在地 本社：千葉県いすみ市岬町江場土 227-15 

東京オフィス：東京都千代田区外神田 2-17-2 

電話番号（直通） 03-3526-2493 

ＦＡＸ番号 03-3526-2494 

Ｅ－ｍａｉｌ yonemochi@jpgs.jp 
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１１．関係する都道府県・市町村担当者連絡先 
 

都道府県･市町村名 千葉県・勝浦市 

担当者氏名 岩瀬 由美子 

担当部署名（役職） 観光商工課 課長 

郵便番号 299-5292 

所在地 千葉県勝浦市新官 1343-1 

電話番号（直通） 0470-73-6641 

ＦＡＸ番号 0470-73-8788 

Ｅ－ｍａｉｌ kankou@city.katsuura.lg.jp 

 

都道府県･市町村名 千葉県いすみ市 

担当者氏名 荘司 義弘 

担当部署名（役職） 水産商工観光課 課長 

郵便番号 298-8501 

所在地 千葉県いすみ市大原 7400-1 

電話番号（直通） 0470-62-1119 

ＦＡＸ番号 0470-63-1252 

Ｅ－ｍａｉｌ suisan@city.isumi.lg.jp  / citypro@city.isumi.lg.jp 

 

都道府県･市町村名 千葉県・大多喜町 

担当者氏名 渡邉 陽二 

担当部署名（役職） 商工観光課 課長 

郵便番号 298-0216 

所在地 千葉県夷隅郡大多喜町大多喜 270-1 

電話番号（直通） 0470-82-2176 

ＦＡＸ番号 0470-82-6860 

Ｅ－ｍａｉｌ shoukokanko@town.otaki.lg.jp 

 

都道府県･市町村名 千葉県・御宿町 

担当者氏名 石井 学 

担当部署名（役職） 産業観光課 課長 

郵便番号 299-5192 

所在地 千葉県夷隅郡御宿町須賀 1522 

電話番号（直通） 0470-68-2513 

ＦＡＸ番号 0470-68-3293 

Ｅ－ｍａｉｌ kankou@town.onjuku.lg.jp / kankou@town-onjuku.jp 
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都道府県･市町村名 千葉県 

担当者氏名 田島 典和 

担当部署名（役職） 総務部 夷隅地域振興事務所 企画課 課長 

郵便番号 298-0212  

所在地 千葉県夷隅郡大多喜町猿稲 472-2 

電話番号（直通） 0470-82-2215 

ＦＡＸ番号 0470-82-4164 

Ｅ－ｍａｉｌ isumikk@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

都道府県･市町村名 千葉県  

担当者氏名 鶴岡 健 

担当部署名（役職） 総合企画部 地域づくり課 地域活性化室 主査 

郵便番号 260-8667 

所在地 千葉県千葉市中央区市場町１－１ 

電話番号（直通） 043-223-2447 

ＦＡＸ番号 043-221-6811 

Ｅ－ｍａｉｌ kityo07@mz.pref.chiba.lg,jp 

 

都道府県･市町村名 千葉県  

担当者氏名 柳田 興一郎 

担当部署名（役職） 商工労働部 観光政策課 企画調整室 副主査 

郵便番号 260-8667 

所在地 千葉県千葉市中央区市場町１－１ 

電話番号（直通） 043-223-2415 

ＦＡＸ番号 043-225-7345 

Ｅ－ｍａｉｌ kanko-k@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

 



【マネジメント・マーケティング対象とする区域】
千葉県夷隅地域（勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町）
【設立時期】 2023年11月1日
【設立経緯】
当社は、夷隅地域の2市2町を一体と捉え、海･山･川･里山等の自然や、文化･生活を基盤とした、豊かな観
光資源を活用し、訪れる人々に魅力を伝え、地域を応援するファンを増やすことを目的とした活動を推進する
こと等で、「観光で地域課題を解決する」ことを目的に設立

【代表者】 代表取締役社長（CEO）杉本一郎
【マーケティング責任者（ＣＭＯ）】 米持 貴史（専従）
【財務責任者（ＣＦＯ）】 米持 貴史（兼務）
【職員数】 12人（常勤3人（うち専従1名）、非常勤9人(業務委託9人)）
【主な収入】
・収益事業 0百万円（第1期決算（2023年11月1日～2024年3月31日））

【総支出】
・一般管理費 4百万円、その他費用 0.15百万円（第1期決算（2023年11月1日～2024年3月31日））

【連携する主な事業者】
株式会社時事通信社、一般社団法人日本ファームステイ協会、一般社団法人内外情勢調査会、一般社団
法人地方行財政調査会、一般社団法人中央調査社、一般社団法人アルベルゴ・ディフーゾインターナショナ
ル極東支部、一般社団法人住宅宿泊協会、一般社団法人勝浦市観光協会、一般社団法人ツーリズムいす
み、一般社団法人大多喜町観光協会、株式会社わくわくカンパニー大多喜、一般社団法人御宿町観光協会、
株式会社日本旅行、株式会社農協観光、一般社団法人全国農協観光協会、東日本旅客鉄道株式会社千葉
支社、WillSmart、千葉銀行、ちばぎん総合研究所、成田国際空港株式会社、プラスナリタラボ株式会社 他

項目
2021
（R3）年

2022
（R4）年

2023
（R5）年

2024
（R6）年

2025
（R7）年

2026
（R8）年

旅行
消費額

(百万円)

目標
N/A N/A 10,567 11,930 12,438 12,965

( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

実績
9,584 9,719 12,343

― ― ―
( - ) ( - ) ( - )

延べ
宿泊者数

(千人)

目標
N/A N/A 449 487 516 534

( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

実績
332 390 471

― ― ―
( - ) ( - ) ( - )

来訪者
満足度

(％)

目標
N/A N/A 88.1 90.6 93.2 93.2

( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

実績
80.3 88.0 88.5

― ― ―
( - ) ( - ) ( - )

リピーター率
(％)

目標
N/A N/A 62.9 64.3 65.5 66.3

( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

実績
59.8 61.8 62.7

― ― ―
( - ) ( - ) ( - )

※（ ）内は外国人に関するもの。

記入日： 令和7年 1月 9日

【主なターゲット】
①30～50代のインバウンド観光客（台湾、韓国、中国、香港＋欧米豪へ拡大）
「文化･食、自然体験、リラクゼーション」等の「体験＝コト消費」が旅行目的
②20～40代の国内旅行者（関係人口創出）
首都圏在住の、テレワーク可能な職種、またはフリーランス、および本業を持ち
ながら副業・兼業を希望する会社員とその家族

【ターゲットの誘客に向けた取組方針】
＜ターゲット①に対する取組＞
多言語対応の情報発信、体験型観光プログラムの開発、宿泊施設の拡大、地域交通の改善

＜ターゲット②に対する取組＞
地域における雇用の創出と住居の確保、テレワーク環境の整備、子育て支援の充実、移住体験ツ
アーの実施、副業マッチングプラットフォームの活用、短期滞在プログラムの提供、副業に関する情
報発信

【観光地域づくりのコンセプト】
＜Concept＞
千葉県夷隅地域の地域課題解決のために、観光需要の「創出」と「創造」を行い、
「国内外から選ばれる、夷隅地域を目指す」～地域経済の活性化と雇用の創出を目指して～

当社は、夷隅地域の2市2町を一体と捉え、海･山･川･里山等の自然や、文化･生活を
基盤とした、豊かな観光資源を活用、訪れる人々に魅力を伝え、地域を応援するファ
ンを増やすことを目的として活動する。具体的な施策の方向性は、農業･漁業･体験･
食等「地域の宝」を活用した「コト消費」を目指すことである。

【観光資源の磨き上げ】
①農泊交付金プロジェクト
• 各種取組の財源確保の為、2025年の農泊交付金申請を行う
②調査・KPIプロジェクト
• 各関係者と、施策等方向性の共通認識を持つ為、KPIを設定
③成田国際空港物産販売プロジェクト
• 成田国際空港㈱との協力関係のもと新設したプラスナリタラボ

㈱と協力し、地域産品販売や空港起点観光の推進等を実施
④婚活プロジェクト
• 関係人口創出･移住促進などを目指し、千葉県庁が推進するイ

ベント型との整合性を重視し足並みを揃えつつ活動予定

【受入環境整備】
①空き家利活用推進事業（宿泊施設化）
• 日本ファームステイ協会や国交省と連携し、農泊推進や空き家

活用を進め、旅行商品化を準備中
②地域交通（アクセス交通＋地域周遊交通＋生活交通）推進事業
• 2市2町の首長許可を得て勉強会を実施し、2市2町共同での施

策立案を目指し、公共ライドシェア導入の課題共有と施策検討
を継続中

【情報発信・プロモーション】
①B2B向けのコーポレートサイト(企業WEB)の運用
• 対外的な当社説明及び、当社担当2市2町の紹介等を、

積極的に情報発信をすることにより企業探索及び、当社
信用を補完する目的で運用中

②BtoC向けのOWNED MEDIA(自社保有メディア)
• BtoC向けの継続的な情報発信媒体として、視覚的に魅

力を伝えられるインスタグラムでOWNED MEDIA(自社保
有メディア)を構築することを決定し、既に2市2町の露出を
行っている個人とタイアップし、効率的運営を目指して運
用中

③2市2町（一元）情報発信プロジェクト
• 2024年12月1日から、当社親会社の時事通信社が保有す

る既存メディアや関連メディアを活用し、2市2町が共同で1
つのテーマで情報を加工し、共同の媒体で情報を発信中

【その他】
• 2024年6月14日、当社と2市2町は、さまざまな分野で協力

し、共同で事業を推進することで、夷隅地域の活性化を図
り、地域の発展と住民サービスの向上に貢献することを
目的に、観光分野における包括連携協定を締結

（登録）【地域連携DMO】株式会社 時事グローカルサービシーズ 様式２

基礎情報

戦略

ＫＰＩ（実績・目標）

具体的な取組
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